




















































































ブルネイ 40 0．57 11 281894135 100 35
カンボジア 1，481 18．1 10 648 93 39 54
インドネシア 22，996192．3 539 2，345 2，133 1，165 968
ラオス 632 24．0 5 854 25 11 14
マレーシア 2，747329．74 193 7，021 2，800 1，567 1，233
ミャンマー 5，002 67．6 27 544 569 320 249
フィリピン 9，198 29．9 161 1，751 813 383 430
シンガポール 474 0．07 18238，4005，138 2，689 2，449
タイ 6，776 51．3 264 3，892 2，957 1，524 1，433
ペトナム 8，807 32．9 97 1，101 1，270 571 699

















日本 12，770 37．8 5，68139，73111，041 5β08 5，233
中国 133，473959．8 4，909 3，67822，03712，01710，056
台湾糾 2，312 3．6 37916，3923，779 2，036 1，743
香港縛 703 0．1 211 29，8266，658 3，185 3，473
韓国 4β88 9．9 83317，0746，866 3，635 3，231
朝鮮養 2，338 12．1 21 914 50 18 32
モンゴル 274 156．4 4 1，459 40 19 21









































































































































































































































































































主要な輸出先 比率（％） 主要な輸入元 比率（％）




中国 米国 17．7日本 13．3
香港 13．4韓国 9．9
日本 8．1 台湾 9．1
韓国 5．2米国 7．2
米国 カナダ 20．1中国 16．1
メキシコ 11．7カナダ 16．0
中国 5．5メキシコ 103
日本 5．1 日本 6．6






貿易総額 輸出総額 輸入総額 貿易収支
年度
金額 年増加率 金額 年増加率 金額 年増加率 金額 年増加率
2007年4，659．2 9．2 2，466．7 10．1 2，192．5 8．2 274．3 28．6
2008年4，960．7 6．5 2，556．2 3．6 2，404．4 9．7 151．8 一44．6
2009年3，780．4一23．82，036．7一2031，743．7一27．5 293．0 93．0


































件数 金額 件数 金額 件数 前年比 金額 前年比
2008年 482 9，843 161 848 643▽35．4 10，691 7．2
2009年 249 6，052 341 1，084 590 ▽8．2 7，142▽33．2
2010年 51812，230 396 2，388 914 54．9 14，618104．7
出所：台湾経済部投資審議委員会。（注）事後申請は2008年3月10日から可能になった。
の貿易総額は1，523億4千万米ドルで、前年比39．4％増で、そのうち輸出は1，147億5千万米ドル（前年
比37．1％増）、輸入は375億8千万米ドル（同47．1％増）で、771億7千万米ドルの貿易黒字（同32．7％増）
となり、これまでの記録を更新したという。台湾の対中国大陸（香港を含む）輸出は、09年の世界的な金
融危機による大幅な落ち込み（貿易額全体で一23．8％）のなかで、中国大陸への輸出比率は41．1％まで伸
ばしており、昨年度は全体の輸出が大幅に増幅する中でも、対中国大陸輸出は41．8％と高い比率をキー
プした。中国大陸は依然として台湾にとって第1位の輸出市場、第2位の輸入相手先であり、さらには
第1位の貿易黒字の創出相手先にもなっている。
2010年における両岸貿易の情勢を見ると、主に2種類の異なった速度（前半は速く、後半は緩慢）の
成長を示した。同年前半は中国大陸経済の強い回復の恩恵を受けて、1月～7月の台湾の輸出は平均で
前年比40％以上成長した。しかし、同年後半は中国大陸でインフレ圧力が大きくなり、緊縮的な通貨政
策を採ったことにより、台湾の対中国大陸輸出の成長も緩慢になり、8月～12月の輸出は平均20％以下
の伸び率となった。
　貿易内容について見ると、対中国大陸（香港を含む）輸出入の製品トップ10の中で、大幅な成長を示し
た製品は、機器設備、石化製品などに集中しており、これは主に国際原材料の大幅な波の影響を受けた
ことによるものである。輸出面では、前年比66．9％と大幅な成長を示した機器および機械用具の輸出が
最も多く、次いで、光学製品の輸出が同48％伸び、鉱物燃料の輸出も同47．5％伸びた。さらに、電子製
品、プラスチック・ゴム製品、有機化学製品、銅製品の成長もいずれも同30％以上となった。輸入面で
は、中国大陸（香港を含む）から台湾への輸入製品トップ10は、鋼鉄が前年比206．5％の大幅伸びが最も
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［図1］　台湾の対中国直接投資と対外直接投資総額に占める中国の比率（2000－‘10年）
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出所　中華民国経済部投資審議委員会。
大きく、次いで、有機化学製品の57％、続いて電機設備の54％伸びが第3位となった。さらに光学製品、
各種化学製品、プラスチック・ゴム製品の成長もいずれも40％以上で好調な結果となった。
　（2）両岸の投資関係
　JETRO（日本貿易振興機構）の報告※18によると、台湾の2010年の対中直接投資（認可ベース）は146
億1，787万ドル（中国側の統計）と、過去最高を記録した。中国の内需の高まりに加え、中台間の緊密化
に伴う投資規制緩和や投資優遇措置が寄与した。
　台湾の対中投資の近年の変化を見ると、次のような特徴が見られる。
　一つ目の特徴は、投資案件の大型化。表6で見る通り、対中投資は件数で前年比54．9％増の914件（事
後認可分を含む）、金額は約2倍の146億1，787万ドルとなり、過去最高を記録したものの、件数ベース
では03年の3，875件と比較すると大幅に減少しており、1件当たりの投資案件が大型化する傾向を示し
ている。対外直接投資に占める中国のシェアは、規制が大幅に緩和された02年以降、60～70％台で推移
してきたが、10年には初めて80％を超え、83．8％に達した（図1を参照）。
　二つ目の特徴は、電子部品や不動産などが大幅な伸び。業種別にみると、投資額に占める割合が最も
大きい電子部品は、中国の国内需要の高まりなどを受け、前年比約2．7倍の48億5，400万ドルと好調（表
2参照）。電子部品が全投資に占めるシェアは、前年比8．0ポイント上昇して33．2％になった。一方、2
位のパソコン・電子製品・光学製品は、2ケタの伸びをみせたものの、他業種に比べると伸びが小さく、
シェアも5．8ポイント低下して8．5％になった。
　三つ目の特徴は不動産や金融・保険の投資が急速な伸び。特に伸び率の高さが際立ったのは不動産で、
約65倍の11億2，800万ドルと激増した。中国の旺盛な建設需要に加え、不動産開発分野に対する対中投
※18：JETROホーム・ページ；http：／／wwwjetro．gαjp／world／asia／tw／
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資規制の緩和措置もあり、遠雄建設、郷林建設などの不動産開発企業が投資を拡大した。金融・保険も
約10倍の5億ドルと不動産に次いで高い伸びを示した。従来、台湾の銀行が許されていたのは駐在員事
務所の開設までで、台湾企業に対する金融サービスの提供はできなかった。しかし、10年1月の金融覚
書（MOU）発効により、駐在員事務所の支店への昇格申請が可能になるなど金融分野の投資規制緩和が
進められ、銀行7行（台湾土地銀行、第一商業銀行、中国信託商業銀行、彰化商業銀行、国泰世華商業
銀行、華南商業銀行、合作金庫商業銀行）が行政院金融監督管理委員会に支店開設許可を申請し、認可
を受けた。
　このような対中投資の活発化の背景には、中台関係の緊密化がそれを後押しした。昨年には中台間の
経済緊密化が大きく進展した。09年11月に調印された金融MOUが発効し、金融分野の投資規制が緩和
された。次いで2月には、対中投資に関するネガティブ・リストが修正され、液晶パネル、半導体ウエ
ハー、不動産などの分野での投資規制が緩和された。
　さらに9月にはECFAが発効した。これにより、アーリー・ハーベスト条項の一環として、投資自
由化については第1段階の開放措置が中国側で10月に、台湾側で11月にそれぞれ開始、第2段階は中国
側、台湾側ともに11年1月に開始した。また、関税引き下げ措置は11年1月から双方で開始された。
　今年2月には両岸経済協力委員会の第1回定例会議が開催されたが、同会議では3月までにECFA
の後続協議を開始することで合意し、今後も投資優遇や関税引き下げ措置の対象範囲が拡大される見通
しである。こうした一連の中台関係緊密化の流れの中で、中台間のヒト・モノ・カネの動きは今後ます
ます活発化し、対中投資はさらに活発化すると見込まれる。
　ECFAの発効に伴って、大陸側の対台湾直接投資も解禁されつつあり、今後は大幅に増加することが
見込まれる。近年、中国経済の急速な浮上を背景に、中国企業の海外進出が急ピッチで進めら、その投
資先は世界の各地域に及ぶが、台湾も例外ではない。それまでに、大陸企業の対台湾投資許可に慎重で
あった台湾当局は、ついに大陸企業の台湾への投資を解禁する方向で政策調整をせざるを得なくなった。
　馬英九氏が総統就任後、金融危機に対していろいろ対策を打ち出したが、輸出の低迷により経済成長
のマイナス成長が09年1～3月まで5四半期続いた。そこで、馬政権は最後の手として、中国資金を台
湾に呼び込む戦略に転換し、中国企業による直接投資の解禁を打ち出したことは、前述の馬政権の対中
交流の対策でも取り上げた通りである。
　09年4月26日に行われた協議の合意に基づき、台湾当局は「大陸地区人民による対台投資許可弁法」
と「大陸地区の営利事業による使者および事務所設立許可弁法」を公布し、同年6月30日から施行する
ことを発表した。ただ、野党など域内からの反対や中国への警戒もあって、第一段階は下記の100項目
の限定開放となった※19。
　a．製造業には、パソコン・携帯電話・自動車・自転車など64項目が解禁対象。一方、半導体・液晶・
　　LEDなど台湾が高い技術力を持つ分野は解禁の対象外となる。
　b．サービス業には、物流・小売りや卸売などの25項目が解禁対象。一方、電話通信・税理会計士・
　　弁護士などの分野は対象外となる。
　c．一方、公共投資の分野には、ホテル・国際会議場・駐車場など11項目が解禁対象。
馬政権のこうした思い切った市場開放の狙いは、中国資金の誘致のほかに世界の投資を呼び込みたい
という意図も読み取れる。ただし、対中資金依存の拡大とともに対中貿易依存度も高まってくることが、
※19：中華民国経済部投資審議会、2009年6月30B。
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大変危険な要素として、または大きな課題として指摘される※20。
　（3）両岸の人的交流
　台湾と大陸と両岸の人的交流は、1949年に二つの政権が並列してから約30年間は厳しく閉ざされてい
た。前述のように、蒋経国台湾総統が国内外情勢の変化に応じて政治改革を決断し、1987年7月に39年
間続いていた戒厳令を解除し、集会、結社の自由、新聞発行の自由を認め、台湾住民の大陸訪問も解禁
した。
　その後の24年間、両岸の人的交流は民間を中心に継続的に増加してきた。とりわけ、近年の両岸の人
的交流の増加ぶりは凄まじい。大陸の中国国務院台湾事務弁公室統計資料※21によると、台湾から大陸へ
の訪問者人数は87年に年間約46万6千人（多くの場合は故郷での墓参り）であったが、2010年には年間
約514万人で11倍ほど増加し、24年間の累計での延べ人数は約6，100万人で、台湾全島の人口約2，300万
人からすると、1人平均2．6回以上訪問したことになる。訪問者の多くは観光・ビジネス・親族訪問で
あるが、現在では留学生や大陸で就職・定住する人も相当の数がいる。　　　　　　　　　　・
　一方、台湾側の限定的な対中国人の入国政策により、1988年に初めて8，545人が台湾を訪れたが、そ
の後2年間は訪問がまた禁止されていた。91年に交流を再開し、約9千人が台湾を訪問（主に政府関係
者や学術交流関係者）することになり、その後は徐々に増加し、2000年には年間10万人程度まで増えた。
この時点までは大陸に対して一般観光などは許可しておらず、ビジネスや親族訪問、国際婚姻などによ
る人々が主であった。したがって、大陸から台湾への訪問者はその後も08年までは20万人程度までしか
増加しなかった。そのなか観光客は限定的であった。馬総統の国民党が政権に復帰し、対大陸政策を転
換した以降、大陸からの訪問者は爆発的に増加した。一般観光客の訪問を許可するようになったのであ
る。09年は93万5，505人、10年は1，661，877人と激増し、今年は1～6月まで、すでに242万人を記録
し、年間では500万人を超える勢いで増加している。つまり、両岸の相互訪問者数は今年年末には1，000
万人を超えると見込まれている※22。両岸の壁はあっというまに崩れるようになる。この変化はボーダー
レス化時代とも重なる。
　上述で見てきたように、両岸関係は政治的には対立から対話・調和関係へと転換しつつありながらも、
軍事的には対立関係が続き、台湾が恒常的に米国から武器を購入することで大陸との非難合戦が発生
し、また米中関係も微妙に変化したりする※23。一方で、経済交流や人的交流はこれとは裏腹に急ピッチ
で拡大している。近年の状況から分析すると、両岸関係は経済的にはすでに統合に近い関係までに接近
しているし、このような関係が逆転することは難しいだろう。
W．東アジア経済の中の台湾胞i済の位置づけ：「四小龍」
　前述で見た両岸関係は、中台両方のみならず、東アジア諸国の経済関係や国際関係にも直結している。
台湾の立場から見ると、経済的にはアメリカ、日本への依存から大陸中国への依存へと大きなシフトが
起こり、それは経済関係に止まらず、日米中3力国関係への影響は少なくない。また逆に日米中三角関
係の変化は台湾にとっても大きな影響を及ぼすのである。「東アジアの経済統合や冷戦後の米国の対中戦
※20：森岡文泉「世界経済危機と中国台湾の経済関係」『安田女子大学紀要』第38号（2010）、p220。
※21：中国国務院台湾事務弁公室のHP：http：／／www．gwytb．gwcn／lajlwL
※22：CRI・ONLINEニュース、2011年7月17日報道：http：／／japanese．crLcn
※23：「台湾は急いで米国に『保護費』を支払っている」『人民日報』2011年9月20日。
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略思考を含む変化によってもたらされる両岸経済貿易関係への外生変数や制限は、特に台湾にとっては、
全てが経済貿易正常化への圧力となる」と、台湾の研究者は指摘する※24。つまり、台湾はアジア、さら
には世界各国と正常な経済貿易関係を構築しなくてはならない状況であるが、一方では両岸関係、また
は世界のなかで主権国家として認められていないというジレンマのなかにある。台湾の政治・経済はこ
のようなジレンマの中で運営せざるを得ない。
　しかしながら、台湾は経済的な側面では紛れもない東アジアの中の重要なプレーヤである。台湾は、
東アジア経済の成長期全般において、アジアNIES（四小龍）の一つであり、東アジアの経済貿易や生
産ネットワークの重要な一環であることは変わりがない。グローバル化の進展とともに東アジアの精算
ネットワークが日増しに緊密になっているなかで、「世界の工場」や「世界の市場」として浮上した中国
との関係も緊密にならざるを得ない。それが結果的に両岸経済統合、さらには中台統一につながる可能
性が相当高いにもかかわらず、時代の流れには逆らえないだろう。
　この10数年間進展してきた東アジア経済統合の流れと協力枠組み形成のなかで、台湾は政治的にも経
済的にも中国との特殊な関係の故に排除されてきている。しかし、台湾は経済・貿易において、生産ネッ
トワークにおいて、東アジア経済圏の欠かせない一員である。したがって、台湾にとって、または東ア
ジア諸国にとって、如何にして中国との特殊な関係のなかで台湾を東アジア経済圏に取り込んでいくか
が問われている。台湾当局はこの問題を認識しているがゆえに、まずは中国当局とのECFAの締結を急
ぎ、中国との政治的・経済的関係において基盤を固めた上で、東アジア諸国、さらには世界各国との自
由貿易協定などを進めることを狙っていると思われる。
むすびにかえて：統」か？独立か？平和共存か？
　東アジアの長い歴史のなかで、国家間関係は常に国の規模の大きさによって決まってくる。つまり、
大国は「中心的」または「支配的」地位に君臨し、小国は「周辺的」または「従属的」地位に甘んじるしか
なかった。文明が高度に発達した現代においても、この構図は少なくとも東アジアでは変わっていない
と筆者は強く感じる。小国またはマイノリティーの存在はマジョリティとはなかなか対等に扱われない
のである。かつての中華帝国と東アジア諸国との関係がそうであり、近代では日本と東アジア諸国との
関係もそうであった。
　中台間の関係でも同様なことが見える。かつて中華民国が中国の代表として国連メンバーにいたとき
も、どの国も台湾が「中国を統一」できるとは思っていないはずである。なぜかというと、中国大陸は紛
れもない大国であるから。中台関係のなかで、大陸は台湾を一貫して「中国の一部」（台湾省）と位置づ
けても、台湾は「大陸は中華民国の一部」（大陸省）として位置づけられなかったのも「大」と「小」の物
理的な関係ではなかろうか。
　「二つの中国」が形成された60年前から現在まで、台湾は著しい経済成長を遂げても、大国にはなれ
なかった。しかし、中国は政治大国から経済大国へと、紛れもない大国へと変貌したのである。物理的
に台湾が中国の前で倭小化されてしまったのである。そして、台湾はかつて政治的に・経済的に中国に
依存しなくても存続してきたが、現在では政治的には別として、経済的には中国に依存せざるを得なく
なってきているのが現実である。
　そこで、台湾の将来を考えるときに、三つの選択肢が存在するが、つまり、大陸と統一するのか、独
※24：洪財隆「両岸経済貿易関係正常化のレトリックと現実一ECFAを巡る議論を例に一」台湾経済研究院『問題と研究』第39
巻第1号（2010年、pJ3）。
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立するのか、それとも現状維持で「平和共存」するのか。しかし、その三つのベクトル関係は明らかに変
化しているように見える。
　「統一か独立か」というバロメーターで見ると、独立の選択肢は狭まっているのであろう。なぜかとい
うと中国の力が明らかに強くなっているからである。逆に統一の可能性は増加する傾向にあるように見
える。それは経済・貿易関係の緊密化が物語っているし、人的交流の緊密化が物語っているだろう。
　「平和共存（現状維持）か統一か」というバロメーターで見た場合、当分は「平和共存」が維持できても、
世界の最強国に向かう中国の「統一政策」に耐えられるかどうかである。明らかに現状維持の「平和共存」
は50年も百年も続かないであろう。
　東アジア経済統合が進展する中、台湾と大陸の経済統合がこれからも深化することは推測に難しくな
い。中台の両岸関係を見ても、南北朝鮮の関係を見ても、長い歴史のスパンから見ると、「平和共存」や
「現状維持」から「平和統一」へと向かうのは極めて自然な流れではなかろうか。それが東アジア諸国に
とっても、世界にとっても平和繁栄の道筋ではなかろうか。
筆者個人の希望としては、世界の小国やマイノリティーは世界のなかで平等に扱われるべきであり、
「民族自決」、「民族自主」であるべきだと思う。しかし、世の中のことは潮の流れというものがあり、そ
れには逆らえないのが現実である。（了）
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